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小売物価統計調査における調査市町村交替に対する
平成17年基準消費者物価指数計算上の取扱いについて

小売物価統計調査
（市町村別平均価格）

家計調査（平成17年結果）
（市町村別ウエイト）

それぞれの調
査市町村の層
を合致させる

平成17年基準消費者物価指数

市町村合併により、
平成20年１月調査
から標本設計を大
規模に変更

家計調査の新層化基準に合致するよ
う、調査市町村を再選定する必要あり

書類番号
３－１

旧層に基づく調査市町村167市町村のうち、
　・これまでの調査市町村を継続（継続調査市町村）　　130市町村
　　（うち44市町村は調査地区設定替えを行う。）
　・これまでの調査市町村を廃止（廃止調査市町村）　　　37市町村
　・新たな調査市町村を選定（新設調査市町村）　　　　　 37市町村

　 ※実査の都合により、交替は平成21年1月、21年9月及び22年1月（22年基準開始時）の３回に分けて行う。

【別紙１参照】
旧層からみると、
　①調査市町村が存在しなくなった層
　②継続調査市町村と新設調査市町村が同時に存在することとなる層
　③別の調査市町村に交替することになる層
が発生する。①～③において、旧層化基準による家計調査結果で作成
した１７年基準市町村別ウエイトと、市町村交替後の価格の層が不一
致等が発生。

調査市町村交替

平成21年１月～23年12月までの平成17年基準消費者物価
指数を作成するに当たって、「価格の代用」等の措置が必要

なお、価格の代用開始による断層が生じないよう、接続時に価格水準の調整を行い、接続後
は代用元市町村の価格変動を代替することになる。

平成21年1月～23年12月までの平成17年基準では、旧層に基づく消費者物価指数の作成が必
要

平成17年基準
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調査市町村交替に対する対応（価格の代用） 

 

平成 17 年基準消費者物価指数は、15 年標本設計（以下、旧層という。）による家計調

査 17 年平均結果で市町村別ウエイトを作成し、当該層に対応する市町村で実施されてい

る小売物価統計調査から得られる価格を用いて作成している。そのため、平成 23 年 12

月まで公表する平成 17 年基準指数については、形式上、家計調査の旧層から抽出した調

査市町村の価格及びウエイトを用いて計算する必要がある。 

したがって、新層から市町村を抽出したことにより、旧層からみて調査市町村が存在

しなくなった層におけるウエイトと価格の対応関係や、旧層における同一層内における

廃止調査市町村と新設調査市町村の接続方法などについては、(1)～(4)のとおり扱う。

なお、Ｄ品目（都道府県調査品目）及びＥ品目（総務省調査品目）についても、調査員

調査品目と一体と考え、廃止調査市町村における継続調査は行わず、価格を代用する。 

  なお、価格の代用開始による断層が生じないよう、接続時に価格水準の調整を行い、

接続後は代用元市町村の価格変動を代替することになる。また、都市階級別結果につい

ては、各市町村は旧層における旧都市階級に属するものとして集計する。 

 

(1) 旧層の調査市町村どうしの合併により、廃止される旧市町村においては、調査が継

続される市町村の価格動向等の特性の相違は小さいと仮定し、継続される市町村の

価格を代用する。 

〔廃止市町村（旧都市階級／県） ← 継続市町村（旧都市階級（→新都市階級）／県）〕 

小杉町（町村／富山） ← 射水市（旧：新湊市）（Ｂ→Ａ／富山） 

春野町（町村／静岡） ← 浜松市（中→政令市／静岡） 

本郷町（町村／広島） ← 三原市（Ａ／広島） 

佐賀関町（町村／大分） ← 大分市（県庁市／大分） 

 

 (2) (1)に該当しない廃止調査市町村については、場合ごとに代用方法を適用していく。

但し、特定の市町村の価格の動きが増幅されることを避けるため、原則として１つ

の代用元から複数市町村への代用はしない。 

 

① 旧層からみて、廃止調査市町村と層が同一の市町村がある場合 

   ア）同一都道府県にある場合 

〔廃止市町村（旧都市階級／県） ← 代用元市町村（旧都市階級（→新都市階級）／県）〕 

友部町（町村／茨城） ← （新設）つくばみらい市（町村→Ｂ／茨城） 

茂木町（町村／栃木） ← （新設）藤岡町（町村／栃木） 

鰍沢町（町村／山梨） ← （新設）市川三郷町（町村／山梨） 

春日井市（中／愛知） ← （新設）豊橋市（中／愛知） 
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福知山市（Ａ／京都） ← （新設）舞鶴市（Ａ／京都） 

新見市（Ｂ／岡山） ← （新設）井原市（Ｂ／岡山） 

津屋崎町（町村／福岡） ← （新設）岡垣町（町村／福岡） 

 

   イ）他県にある場合 

    案１･･･同一県内の都市階級のランクが近い市町村の価格を代用する案 

    案２･･･他県にある同一旧層に属する市町村の価格を代用する案 

〔廃止市町村（旧都市階級／県） ← 代用元市町村（旧都市階級（→新都市階級）／県）〕 

鹿沼市（Ａ／栃木） ← 案１（新設）足利市（中／栃木） 

案２（新設）伊那市（Ａ／長野） 

土岐市（Ａ／岐阜） ← 案１（新設）関市（Ａ／岐阜）   

案２（新設）松阪市（Ａ→中／三重） 

掛川市（Ａ／静岡） ← 案１（新設）富士市（中／静岡） 

案２（新設）関市（Ａ／岐阜） 

都城市（Ａ／宮崎） ← 案１（新設）延岡市（Ａ／宮崎）  

案２（新設）唐津市（Ａ／佐賀） 

 

大江町（町村／京都） ← 案１（新設）舞鶴市（Ａ／京都） 

             案２（新設）佐用町（町村／兵庫） 

 ※福知山市も舞鶴市の価格を代用するが、現在、大江町は福知山市と合併して福知山市となっ

ているため、大江町も舞鶴市の価格を代用することとする。 

     

旧層からみて層が同一である他県の価格を代用するよりも、地理的に近く、価格

の動きが類似していると考えられる同一の県に属する市町村の価格（案１）により

代用することとする。 

 

② ①に該当せず、廃止調査市町村と旧都市階級が同一の市町村がある場合 

   ア）同一都道府県にある場合 

〔廃止市町村（旧都市階級／県） ← 代用元市町村（旧都市階級（→新都市階級）／県）〕 

木古内町（町村／北海道） ← 倶知安町（町村／北海道） 

羽幌町（町村／北海道） ← 美幌町（町村／北海道） 

寒川町（町村／神奈川） ← 湯河原町（町村／神奈川） 

貝塚市（Ａ／大阪） ← 富田林市（Ａ／大阪） 

播磨町（町村／兵庫） ← （新設）佐用町（町村／兵庫） 

榛原町（町村／奈良） ← （新設）田原本町（町村／奈良） 
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イ）他県（同一地方内）にある場合 

  都市階級のランクが近い市が同一都道府県内にある場合は、該当市の価格により

代用する。 

〔廃止市町村（旧都市階級／県） ← 代用元市町村（旧都市階級（→新都市階級）／県）〕 

田老町（町村／岩手） ← （新設）二戸市（Ｂ／岩手）  

上里町（町村／埼玉） ← 本庄市（Ａ／埼玉）      

白子町（町村／千葉） ← 茂原市（Ａ／千葉）      

丸子町（町村／長野） ← 小諸市（Ｂ／長野）      

堀之内町（町村／新潟） ← （新設）小千谷市（Ｂ／新潟） 

  明和町（町村／三重） ← （新設）松阪市（Ａ→中／三重） 

  愛知川町（町村／滋賀） ← （新設）彦根市（Ａ／滋賀） 

大社町（町村／島根） ← （新設）大田市（Ｂ／島根）  

詫間町（町村／香川） ← 善通寺市（Ｂ／香川）     

  筑穂町（町村／福岡） ← 筑紫野市（Ａ／福岡） 

 

古河市（Ａ／茨城） ← （新設）日立市（中／茨城）  

 

新城市（Ｂ／愛知） ← 案１（新設）刈谷市（Ａ／愛知） 

案２ 美濃市（Ｂ／岐阜） 

御坊市（Ｂ／和歌山） ← 案１（新設）橋本市（Ａ／和歌山） 

案２ 小野市（Ｂ／兵庫） 

 

旧都市階級が同一である他県の価格を代用するよりも、地理的に近く、価格の動

きが類似していると考えられる同一の県に属する市町村の価格（案１）により代用

することとする。また、特に町村の層化基準は地理的位置（県域を含む）であるた

め、地理的位置を重視する。 

 

  以下の廃止町村については、適当な代用元市町村がないため、各々の県庁所在都

市の価格を代用する。 

尾上町（町村／青森） ← 青森市（県庁市／青森） 

  白石町（町村／佐賀） ← 佐賀市（県庁市／佐賀） 

 

 【(1)及び(2)において想定される接続例】 

   リンク係数（廃止調査市町村の 20 年 12 月平均価格／代用元市町村の 20 年 12 月平

均価格）を作成する。 
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(3) 人口増加や市町村合併により、継続調査市町村の都市階級が格上げされた場合は、

旧層に属すると準じて、旧都市階級に属するものとする。 

〔市町村（旧都市階級→新都市階級／県）〕 

むつ市（Ｂ→Ａ／青森） 

江刺市（現：奥州市）（Ｂ→Ａ／岩手） 

石巻市（Ａ→中／宮城） 

湯沢市（Ｂ→Ａ／秋田） 

安中市（Ｂ→Ａ／群馬） 

浦安市（Ａ→中／千葉） 

新潟市（県庁市→政令市／新潟） 

新湊市（現：射水市）（Ｂ→Ａ／富山） 

静岡市（県庁市→政令市／静岡） 

浜松市（中→政令市／静岡） 

小野田市（現：山陽小野田市）（Ｂ→Ａ／山口） 

池田町（現：三好市）（町村→Ａ／徳島） 

今治市（Ａ→中／愛媛） 

柳川市（Ｂ→Ａ／福岡） 

田平町（現：平戸市）（町村→Ｂ／長崎） 

坂本村（現：八代市）（町村→Ａ／熊本） 

出水市（Ｂ→Ａ／鹿児島） 

平良市（現：宮古島市）（Ｂ→Ａ／沖縄） 

 

 (4) 旧層において、継続調査市町村に加えて新設調査市町村が存在する場合、継続調査

市町村の価格を用いることとし、新設調査市町村の価格は使用しない。 
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調査市町村交替に関する総括表（平成１７年基準）
は、代用元市町村

連番
大都
市圏

旧層化基準（地方・都市階級・連番－内容）
都市
階級

市町村
変更
時期

変更内容 平成21年1月 平成21年9月 平成22年1月
～平成23年
12月

001 県庁所在都市 大
札幌市
(01100)

002 01中1-人口集中地区人口比率 91.0%未満 中
函館市
(01202)

003 01中2-人口集中地区人口比率 91.0%以上 中
旭川市
(01204)

004 01A A
岩見沢市
(01210) 1 A→A

005 01B1-非農林漁家世帯数比率 94.45%未満 B
美唄市
(01215) 1 B→B

006 01B2-非農林漁家世帯数比率 94.45%以上 B
名寄市
(01221) 1 B→B

007 01町3-南西部 町
木古内町
(01334) 2 廃止

倶知安町
(01400)

008 01町2-北部及び中央部 町
羽幌町
(01484) 2 廃止

美幌町
(01543)

009 01町1-東部及び南部の海沿い 町
美幌町
(01543) 羽幌町へ

010 01町4-山地部 町
倶知安町
(01400) 木古内町へ

A
室蘭市
(01205) 2 新設 使用せず

A
千歳市
(01224) 2 新設 使用せず

011 県庁所在都市 中
青森市
(02201) 尾上町へ

012 02B3-人口集中地区人口比率 43.0%以上 B
むつ市
(02208) 1 B→A

013
02町5-北部日本海側，中央山地部及び第1,2,3,4 層に分類
されない町村 町

尾上町
(02363) 2 廃止

青森市
(02201)

02B3-人口集中地区人口比率 43.0%以上 B
三沢市
(02207) 2 新設 使用せず

014 県庁所在都市 中
盛岡市
(03201)

015 02B1-人口集中地区人口比率 30.0%未満 B
江刺市
(03212) 1

B→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

奥州市
(03202)

016 02町1-北部太平洋側 町
田老町
(03481) 2 廃止

二戸市
(03213)

02B1-人口集中地区人口比率 30.0%未満 B
二戸市
(03213) 2 新設 田老町へ

017 県庁所在都市 大
仙台市
(04100)

018 02A1-第２次産業事業所数割合 18.0%未満 A
石巻市
(04202) 1 A→中

019 02町2-中部太平洋側 町
利府町
(04406)

020 県庁所在都市 中
秋田市
(05201)

021 02B2-人口集中地区人口比率 30.0～43.0%未満 B
湯沢市
(05207) 1 B→A

022 県庁所在都市 中
山形市
(06201)

023 02A2-第２次産業事業所数割合 18.0%以上 A
鶴岡市
(06203) 3 A→A

024 02町4-中部日本海側 町
余目町
(06422) 1 市町村名・ｺｰﾄﾞ

庄内町
(06428)

025 県庁所在都市 中
福島市
(07201)

026 02中 中
郡山市
(07203)

027 02町3-南部太平洋側 町
川俣町
(07308)

価格の代用の開始時期
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連番
大都
市圏

旧層化基準（地方・都市階級・連番－内容）
都市
階級

市町村
変更
時期

変更内容 平成21年1月 平成21年9月 平成22年1月
～平成23年
12月

価格の代用の開始時期

028 県庁所在都市 中
水戸市
(08201)

029 013 03A8-東京圏以外＆非農林漁家世帯数比率 95.0%以上 A
古河市
(08204) 1 廃止

日立市
(08202)

030 03町5-東部太平洋側（茨城県の西部を除く茨城県全域） 町
友部町
(08321) 1 廃止

つくばみらい市
(08235)

03中8-東京圏以外 中
日立市
(08202) 1 新設 古河市へ

013 03B5-東部太平洋側（茨城県の西部を除く茨城県全域） B
つくばみらい
市(08235) 1 新設 友部町へ

031 県庁所在都市 中
宇都宮市
(09201)

032 03A7-東京圏以外＆非農林漁家世帯数比率 95.0%未満 A
鹿沼市
(09205) 3 廃止

足利市
(09202)

033 03町6-北東部太平洋側及び東部内陸地域 町
茂木町
(09343) 1 廃止

藤岡町
(09366)

03中8-東京圏以外 中
足利市
(09202) 3 新設 鹿沼市へ

013 03町6-北東部太平洋側及び東部内陸地域 町
藤岡町
(09366) 1 新設 茂木町へ

034 県庁所在都市 中
前橋市
(10201)

035 03B1-人口集中地区人口比率 25.5%未満 B
安中市
(10211) 1 B→A

036 03町8-北部及び山地部 町
草津町
(10426)

037 013
03中7-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%以上＆第２次
産業事業所数割合 20.0%以上 中

川口市
(11203)

038 013 県庁所在都市 大
さいたま市
(11100)

039 013
03中3-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%以上＆人口増加率 3.0～4.0%未満 中

所沢市
(11208)

040 013
03A2-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%未満＆人口集
中地区人口比率 60.0～75.0%未満 A

本庄市
(11211) 3 A→A 上里町へ

041 013
03A6-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%以上＆第２次
産業事業所数割合 28.0%以上 A

朝霞市
(11227) 3 A→A

042 013
03町2-中央部で非農林漁家世帯数比率の低い町村 （97％
未満） 町

上里町
(11385) 1 廃止

本庄市
(11211)

013
03中1-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%未満 中

熊谷市
(11202) 1 新設 使用せず

043 013 県庁所在都市 大
千葉市
(12100)

044 013
03A1-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%未満＆人口集
中地区人口比率 60.0%未満 A

茂原市
(12210) 1 A→A 白子町へ

045 013
03中1-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%未満 中

佐倉市
(12212)

046 013
03A4-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%以上＆第２次
産業事業所数割合 18.0%未満 A

浦安市
(12227) 3 A→中

047 013 03町4-南東部太平洋側（千葉県の西部を除く千葉県全域） 町
白子町
(12424) 2 廃止

茂原市
(12210)

013
03A2-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%未満＆人口集
中地区人口比率 60.0～75.0%未満 A

木更津市
(12206) 2 新設 使用せず

048 013 県庁所在都市 大
東京都区部
(13100)

049 013
03中5-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%以上＆第２次
産業事業所数割合 16.0%未満 中

立川市
(13202)

050 013
03中6-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%以上＆第２次
産業事業所数割合 16.0～20.0%未満 中

府中市
(13206)

051 013
03A5-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%以上＆第２次
産業事業所数割合 18.0～28.0%未満 A

東村山市
(13213) 2 A→A

013
03中4-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%以上＆人口増加率 4.0%以上 中

八王子市
(13201) 3 新設 使用せず

052 013 県庁所在都市 大
横浜市
(14100)

053 013 政令指定都市 大
川崎市
(14130)

054 013
03中2-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%以上＆人口増加率 3.0%未満 中

横須賀市
(14201)

055 013
03A3-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%未満＆人口集
中地区人口比率 75.0%以上 A

伊勢原市
(14214) 2 A→A

056 013
03中4-東京圏＆人口集中地区人口比率 96.0%未満＆非農
林漁家世帯数比率 98.2%以上＆人口増加率 4.0%以上 中

厚木市
(14212)

057 013
03町1-中央部で非農林漁家世帯数比率の高い町村（97％
以上） 町

寒川町
(14321) 2 廃止

湯河原町
(14384)

058 013 03町3-中央の西部及び南部の山地部 町
湯河原町
(14384) 寒川町へ

03A5-東京圏＆非農林漁家世帯数比率 98.7%以上＆第２次
産業事業所数割合 18.0～28.0%未満 A

海老名市
(14215) 2 新設 使用せず

070 県庁所在都市 中
甲府市
(19201)

071 03町9-西南部内陸地域 町
鰍沢町
(19362) 2 廃止

市川三郷町
(19346)

03町9-西南部内陸地域 町
市川三郷町
(19346) 2 新設 鰍沢町へ

072 県庁所在都市 中
長野市
(20201)

073 03中8-東京圏以外 中
松本市
(20202)

074 03B2-人口集中地区人口比率 25.5%以上 B
小諸市
(20208) 2 B→B 丸子町へ

075 03町7-北西部内陸地域 町
丸子町
(20341) 2 廃止

小諸市
(20208)

03A7-東京圏以外＆非農林漁家世帯数比率 95.0%未満 A
伊那市
(20209) 2 新設 使用せず
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平成20年度物価指数研究会（第1回）資料
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大都
市圏
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階級
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～平成23年
12月

価格の代用の開始時期

059 県庁所在都市 中
新潟市
(15201) 3

県庁市→政令市
市町村ｺｰﾄﾞ

新潟市
(15100)

060 04中 中
長岡市
(15202)

061 04B1-非農林漁家世帯数比率 92.5%未満 B
糸魚川市
(15216) 1 B→B

062 04町1-北部日本海側 町
堀之内町
(15442) 2 廃止

小千谷市
(15206)

04B1-非農林漁家世帯数比率 92.5%未満 B
小千谷市
(15206) 2 新設 堀之内町へ

063 県庁所在都市 中
富山市
(16201)

064 04B2-非農林漁家世帯数比率 92.5%以上 B
新湊市
(16203) 1

B→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

射水市(16211)
小杉町へ

065 04町2-南部日本海側 町
小杉町
(16381) 1 廃止

射水市
(16211)

066 県庁所在都市 中
金沢市
(17201)

067 04町3-能登半島及び山地部 町
穴水町
(17421) 1 市町村ｺｰﾄﾞ

穴水町
(17461)

04A A
加賀市
(17206) 2 新設 使用せず

068 県庁所在都市 中
福井市
(18201)

069 04A A
敦賀市
(18202) 3 A→A

076 016 県庁所在都市 中
岐阜市
(21201)

077 016 05A2-人口集中地区人口比率 49.0～62.0%未満 A
土岐市
(21212) 3 廃止

関市
(21203)

078 05B2-非農林漁家世帯数比率 95.2%以上 B
美濃市
(21207) 3 B→B

079 016 05町3-中央部（愛知県北部及び岐阜県南部） 町
笠松町
(21303)

05A1-人口集中地区人口比率 49.0%未満 A
関市
(21203) 3 新設 土岐市へ

080 県庁所在都市 中
静岡市
(22201) 3

県庁市→政令市
市町村ｺｰﾄﾞ

静岡市
(22100)

081 05中1-人口集中地区人口比率 70.0%未満 中
浜松市
(22202) 3

中→政令市
市町村ｺｰﾄﾞ

浜松市(22130)
春野町へ

082 05A1-人口集中地区人口比率 49.0%未満 A
掛川市
(22213) 1 廃止

富士市
(22210)

083 05町1-東部太平洋側（静岡県東部及び南部） 町
小山町
(22344)

084 05町5-第1,2,3,4 層に分類されない主に山地部の町村 町
春野町
(22462) 3 廃止

浜松市
(22130)

05中2-人口集中地区人口比率 70.0%以上 中
富士市
(22210) 1 新設 掛川市へ

085 016 県庁所在都市 大
名古屋市
(23100)

086 016 05中2-人口集中地区人口比率 70.0%以上 中
春日井市
(23206) 3 廃止

豊橋市
(23201)

087 016
05A4-人口集中地区人口比率 62.0%以上＆第２次産業事業
所数割合 26.0%以上 A

蒲郡市
(23214) 1 A→A

088 05B1-非農林漁家世帯数比率 95.2%未満 B
新城市
(23221) 1 廃止

刈谷市
(23210)

089 016 05町2-伊勢湾及び三河湾周辺（愛知県南部） 町
美浜町
(23446)

05中2-人口集中地区人口比率 70.0%以上 中
豊橋市
(23201) 3 新設 春日井市へ

016
05A3-人口集中地区人口比率 62.0%以上&第２次産業事業
所数割合 26.0%未満 A

刈谷市
(23210) 1 新設 新城市へ

090 県庁所在都市 中
津市
(24201)

091 016
05A3-人口集中地区人口比率 62.0%以上&第２次産業事業
所数割合 26.0%未満 A

桑名市
(24205) 3 A→A

092
05町4-西部太平洋側及び伊勢湾周辺（岐阜県南西部と三重
県の伊勢湾沿い) 町

明和町
(24442) 3 廃止

松阪市
(24204)

05A2-人口集中地区人口比率 49.0～62.0%未満 中
松阪市
(24204) 3 新設 明和町へ
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093 018 県庁所在都市 中
大津市
(25201)

094 018
06町3-滋賀県，奈良県及び和歌山県で人口増加率が3.0％
以上の町村 町

愛知川町
(25424) 2 廃止

彦根市
(25202)

018
06A2-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
以上 A

彦根市
(25202) 2 新設 愛知川町へ

095 018 県庁所在都市 大
京都市
(26100)

096
06A1-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
未満 A

福知山市
(26201) 2 廃止

舞鶴市
(26202)

097 06町2-第１層以外の京都府，大阪府及び兵庫県の全域 町
大江町
(26441) 2 廃止

舞鶴市
(26202)

018
06A2-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
以上 A

京田辺市
(26211) 3 新設 使用せず

06A1-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
未満 A

舞鶴市
(26202) 2 新設

福知山市へ
大江町へ

098 018 県庁所在都市 大
大阪市
(27100)

099 018 06A3-人口集中地区人口比率 81.0～95.0%未満 A
貝塚市
(27208) 3 廃止

富田林市
(27214)

100 018
06中1-非農林漁家世帯数比率 99.7%未満＆第２次産業事業
所数割合 15.0%未満 中

枚方市
(27210)

101 018
06A2-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
以上 A

富田林市
(27214) 3 A→A 貝塚市へ

102 018 06A4-人口集中地区人口比率 95.0%以上 A
箕面市
(27220) 3 A→A

103 018
06中5-非農林漁家世帯数比率 99.7%以上＆第２次産業事業
所数割合 19.0%以上 中

東大阪市
(27227)

018
06中3-非農林漁家世帯数比率 99.7%未満＆第２次産業事業
所数割合 15.0%以上＆人口集中地区人口比率 96.0%以上 大

堺市
(27140) 3 新設 使用せず

104 018 県庁所在都市 大
神戸市
(28100)

105 018
06中2-非農林漁家世帯数比率 99.7%未満＆第２次産業事業
所数割合 15.0%以上＆人口集中地区人口比率 96.0%未満 中

姫路市
(28201)

106 018
06中4-非農林漁家世帯数比率 99.7%以上＆第２次産業事業
所数割合 19.0%未満 中

西宮市
(28204)

107 018
06中3-非農林漁家世帯数比率 99.7%未満＆第２次産業事業
所数割合 15.0%以上＆人口集中地区人口比率 96.0%以上 中

伊丹市
(28207)

108 018 06B2-非農林漁家世帯数比率 94.0%以上 B
小野市
(28218) 3 B→B

109 018
06町1-京都府，大阪府及び兵庫県の全域で非農林漁家世
帯数比率が95.0％以上の町村 町

播磨町
(28382) 2 廃止

佐用町
(28501)

06町2-第１層以外の京都府，大阪府及び兵庫県の全域 町
佐用町
(28501) 2 新設 播磨町へ

110 018 県庁所在都市 中
奈良市
(29201)

111 018 06町4-第３層以外の滋賀県及び奈良県北部 町
榛原町
(29383) 2 廃止

田原本町
(29363)

018 06町5-第３層以外の奈良県南部及び和歌山県 町
田原本町
(29363) 2 新設 榛原町へ

112 県庁所在都市 中
和歌山市
(30201)

113 06B1-非農林漁家世帯数比率 94.0%未満 B
御坊市
(30205) 3 廃止

橋本市
(30203)

114 06町5-第３層以外の奈良県南部及び和歌山県 町
那智勝浦町
(30421)

06A1-人口集中地区人口比率 81.0%未満＆人口増加率 3.2%
未満 A

橋本市
(30203) 3 新設 御坊市へ

115 県庁所在都市 中
鳥取市
(31201)

116 07町3-日本海側（東部）及び中央山地部（東部） 町
岩美町
(31302)

117 県庁所在都市 中
松江市
(32201)

118 07町4-日本海側（西部）及び中央山地部（西部） 町
大社町
(32405) 2 廃止

大田市
(32205)

07B1-人口集中地区人口比率 30.0%未満 B
大田市
(32205) 2 新設 大社町へ

119 県庁所在都市 中
岡山市
(33201)

120 07B1-人口集中地区人口比率 30.0%未満 B
新見市
(33210) 1 廃止

津山市
(33203)

井原市
(33207)

07A A
津山市
(33203) 1 新設

新見市へ
～21.8まで

07B1-人口集中地区人口比率 30.0%未満 B
井原市
(33207) 2 新設 新見市へ

121 県庁所在都市 大
広島市
(34100)

122 07中2-人口増加率 0.0%以上 中
福山市
(34207)

123 07A A
三原市
(34204) 3 A→A 本郷町へ

124 07町2-瀬戸内海側（東部） 町
本郷町
(34421) 2 廃止

三原市
(34204)

125 県庁所在都市 A
山口市
(35203)

126 07中1-人口増加率 0.0%未満 中
宇部市
(35202)

127 07B2-人口集中地区人口比率 30.0%以上 B
小野田市
(35209) 1

B→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

山陽小野田市
(35216)

128 07町1-瀬戸内海側（西部） 町
田布施町
(35343)
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129 県庁所在都市 中
徳島市
(36201)

130 08町3-中央山地部 町
池田町
(36483) 2

町→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

三好市
(36208)

131 県庁所在都市 中
高松市
(37201)

132 08B B
善通寺市
(37204) 1 B→B 詫間町へ

133 08町2-瀬戸内海側及び小豆島を含む大半の島 町
詫間町
(37426) 1 廃止

善通寺市
(37204)

08A A
丸亀市
(37202) 1 新設 使用せず

134 県庁所在都市 中
松山市
(38201)

135 08A A
今治市
(38202) 3 A→中

136 県庁所在都市 中
高知市
(39201)

137 08町1-太平洋側 町
窪川町
(39404) 1 市町村名・ｺｰﾄﾞ

四万十町
(39412)

138 022 政令指定都市 大
北九州市
(40100)

139 022 県庁所在都市 大
福岡市
(40130)

140 022 09A3-人口増加率 2.8%以上 A
筑紫野市
(40217) 2 A→A 筑穂町へ

141 022 09B2-人口集中地区人口比率 20.0～38.0%未満 B
柳川市
(40207) 3 B→A

142 022 09町3-北部の日本海側（福岡県北西部） 町
津屋崎町
(40363) 2 廃止

岡垣町
(40383)

143 022 09町2-北側の中央部（福岡県中央部及び南西部） 町
筑穂町
(40425) 3 廃止

筑紫野市
(40217)

022 09A3-人口増加率 2.8%以上 A
大野城市
(40219) 3 新設 使用せず

022 09町3-北部の日本海側（福岡県北西部） 町
岡垣町
(40383) 2 新設 津屋崎町へ

144 県庁所在都市 中
佐賀市
(41201) 白石町へ

145 09町4-西部の日本海側（佐賀県全域と福岡県） 町
白石町
(41425) 2 廃止

佐賀市
(41201)

022 09A2-人口増加率 -1.0～2.8%未満 A
唐津市
(41202) 2 新設 使用せず

146 県庁所在都市 中
長崎市
(42201)

147 09中 中
佐世保市
(42202)

148 09町5-長崎県全域 町
田平町
(42385) 1

町→B
市町村名・ｺｰﾄﾞ

平戸市
(42207)

149 県庁所在都市 中
熊本市
(43201)

150 09B3-人口集中地区人口比率 38.0%以上 B
人吉市
(43203) 3 B→B

151 09町6-熊本県及び宮崎県の海側 町
坂本村
(43461) 1

町→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

八代市
(43202)

152 県庁所在都市 中
大分市
(44201) 佐賀関町へ

153 09A1-人口増加率 -1.0%未満 A
日田市
(44204) 3 A→A

154 09町1-北東部（大分県全域と福岡県東部） 町
佐賀関町
(44381) 1 廃止

大分市
(44201)

09B1-北東部（大分県全域と福岡県東部） B
国東市
(44214) 1 新設 使用せず

155 県庁所在都市 中
宮崎市
(45201)

156 09A2-人口増加率 -1.0～2.8%未満 A
都城市
(45202) 3 廃止

延岡市
(45203)

157 09町8-中央山地部 町
高原町
(45361)

09A1-人口増加率 -1.0%未満 A
延岡市
(45203) 3 新設 都城市へ

158 県庁所在都市 中
鹿児島市
(46201)

159 09B1-人口集中地区人口比率 20.0%未満 B
出水市
(46208) 1 B→A

160
09町7-南部及び諸島（鹿児島県の北部を除く鹿児島県全
域） 町

高山町
(46484) 1 市町村名・ｺｰﾄﾞ

肝付町
(46492)

161 県庁所在都市 中
那覇市
(47201)

162 10B2-非農林漁家世帯数比率 88.0%以上 B
平良市
(47206) 3

B→A
市町村名・ｺｰﾄﾞ

宮古島市
(47214)

163 10B1-非農林漁家世帯数比率 88.0%未満 B
石垣市
(47207) 2 B→B

164 10A1-非農林漁家世帯数比率 96.0%未満 A
名護市
(47209) 2 A→A

165 10A2-非農林漁家世帯数比率 96.0～99.0%未満 A
沖縄市
(47211) 1 A→A

166 10町1-北部 町
本部町
(47308)

167 10町2-南部 町
与那原町
(47348)

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

徳
島
県

熊
本
県

長
崎
県

佐
賀
県

福
岡
県

沖
縄
県

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

九
　
州
　
地
　
方

沖
　
縄
　
地
　
方

四
　
国
　
地
　
方

　＜変更時期＞
　　１･･･平成21年１月
　　２･･･平成21年９月
　　３･･･平成22年１月

　＜変更内容について（補足）＞
　　「Ａ→Ａ」及び「Ｂ→Ｂ」は、都市階級区分に変更はないが、調査地区数及び調査品目数が変更になる。

9


	指数計算上の取扱いについて
	総括表

